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税金徴収法 

新型コロナウイルス(COVID-19)による影響を受けた納税者による延納もしくは分納の申請

について 

財政部は昨年3月19日に、新型コロナウイルス(COVID-19)による影響を受けた場合、納税者

は税金の延納もしくは分納を申請でき、金額制限はないとの通達を公布しました。さらに当

該通達に関連して昨年3月25日にその申請審査原則を公布し、適用対象および税目などを明

文規定しました。今般、「厳重特殊伝染性肺炎予防および救済振興特別条例」(以下、「救済

振興特別条例」とする)の施行期間が2022年6月30日へ改正されたことに伴い、財政部はその

申請期間の改正通達を公布しました。 

当該改正通達の主な内容は以下の通りです。 

適用対象期間 納税期間が2020年1月15日から2022年6月30日までの税金 

適用税目 法人税、個人所得税、房地合一税(不動産取引にかかる所得税)、営業税、

貨物税、酒たばこ税、特殊貨物および役務税、房屋税、地価税、ナンバー

プレート使用税、ならびに前述各種税にかかる利息、滞報金、怠報金およ

び過料 

適用対象 1. 営利事業者

救済振興特別条例による救済関連措置の適用対象者である企業

2. 新型コロナウイルスにより短期間において営業収入額が大きく減少

した個人

① 救済振興特別条例による救済関連措置の適用対象者である個人

② 勤務する会社が新型コロナウイルスによる影響で規定により無給休

暇を実施している

③新型コロナウイルスによるその他の影響(例：減給、非自発的失業ま

たは勤務日数が連続 2 か月で従来の 50%以上減少したもの)

分納・延納規定 

本来は税額によって延納期間または分納期数が定められていますが(「納

税義務者の税金延納または分納申請に関する規定」第3条)、各税務機関は

寛大に審査・認定し、延納期限は最長1年、分納期限は最長3年(1か月を1

期とし、計36期)とする 
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PwC 台湾の見解： 

延納または分納の許可を受けた税額をいずれか1期でも期限通りに納付しなかった場合は、

税務機関は当該期限満了日の翌日から3日以内に、未納税額についての納付書を納税者に送

付し、10日以内に一括で完納するよう納税者に通知します。なお、10日を過ぎても納付しな

かった場合は強制執行となりますので留意が必要です。 

所得税法 

電磁的方法で帳簿・証憑を保存する公開発行会社など営利事業者は、紙ベースの帳簿・証憑

の廃棄に関する税務機関への届出・承認不要 

会社の帳簿・証憑類に関しては、帳簿は10年、証憑類は5年の保管が義務付けられています。

その保管に関して、法人税の税務申告が終わり税額が確定した後は原紙を廃棄し関連帳簿を

電磁的方式で期限まで保管することが認められていましたが、税務当局による事前許可が条

件とされていました。 

2021年5月19日に「税務機関の営利事業会計帳簿・証憑に関する管理弁法」が財政部により

改正公布され、公開発行会社、金融持株会社、証券業、先物業、銀行業、証券金融業、信託

業、保険業およびその子会社の帳簿・証憑については、電磁的方式による帳簿等の保管に関

する関連諸規定が守られている場合には、税務当局による事前許可は不要になりました。 

新型コロナウイルス(COVID-19)による影響に伴い、2020 年度の税務目的のための金融口座

情報の申告期限は 8 月 2 日へ延長

台湾における2020年度の税務目的のための金融口座情報の自動的交換(CRS)の実施対象国

は、日本、オーストラリアおよびイギリスとなっており、財政部の「金融機関の共通報告お

よびデューデリジェンスの実施作業に関する弁法」によれば、台湾内の金融機関は2021年6

月1日から6月30日までに、日本、オーストラリアおよびイギリスに属する税務居住者の所有

または支配する金融口座情報を申告しなくてはなりません。しかし今般、新型コロナウイル

スによる影響で、申告期間が6月1日から8月2日までに延長されました。

その他の租税措置 

新型コロナウイルス(COVID-19)対策に伴う娯楽場所、展覧会場、試合会場、教育学習場所な

どの閉鎖に関する家屋税、娯楽税およびナンバープレート使用税について 

政府の公告によって強制閉鎖となった娯楽場所、展覧会場、試合会場、教育学習場所につい

て、その営業停止期間における建物の家屋税は、各業種の管轄官庁が提供するリストあるい

は調査で得られた資料に基づき地方税務機関が自発的に認定し、納税者は建物の使用形態の
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変更を申告する必要はありません。 

また、上記の施設の閉鎖に伴い使用停止となった車両のナンバープレート使用税、および営

業停止期間における娯楽税の認定・課徴についても、地方の税務機関が自発的に課徴・免除

を認定し、納税者あるいは娯楽場所の業者(徴収代行者)が申請を提出する必要はありません。 

会社法・証券管理に関する法律 

新型コロナウイルス(COVID-19)により定時株主総会は 6 月末まで開催禁止 

新型コロナウイルスの感染対策にあたる中央流行疫情指揮センターは2021年5月19日に、台

湾全域で警戒レベルを第3級に引き上げ、室内で5人以上、屋外で10人以上の集会禁止を公布

しています。これに伴い経済部は5月20日、企業の株主総会が上記の状況に該当する場合は

会議の開催を禁止すると公表しました。なお、公開発行会社の場合は、金融監督管理委員会

の指示に基づき、5月24日から6月30日までは株主総会の開催は禁じられています。 
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